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障害者自立支援法の抜本的な見直しに向けた緊急措置  

○ 障害者自立支援法は、施行後1年半が経過。昨年12月、改革に伴う乱みに   

丁寧に対応するため、国費1，200億円の「特別対策」（平成20年度まで）を決   

定し、利用者負担の更なる軽減や事業者に対する激変緩和措置などを実施。  

○ 今回、「障害者自立支援法の抜本的な見直し」に向けて、当事者や事業者の   
置かれている状況を踏まえ、特に必要な事項について緊急措置を講ずる。  

【緊急措置】   

「特別対策」で造成した基金の活用を含め満年度ベースで  

〔20年度予算案〕130億円  
①利用者負担の見直し（20年7月実施）…………t……………■ 70億円   
・低所得世帯を中心とした利用者負担の軽減【障害者・障害児】 （満年度ベースで100億円）＊   

・軽減対象となる課税世帯の範囲の拡大【障害児】   

・個人単位を基本とした所得段階区分への見直し【障害者】  

②事業者の経営基盤の強化（20年4月実施）1……‥Ⅰ…………… 30億円  
（「特別対策」の基金の活用を含め180億円）＊  

③グループホーム等の整備促進（20年度実施）……・・…・・・・・・…・■・ 30億円 ＊   
・グループホーム等の施設整備に対する助成  
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利用者負担の見直し①〔障害者〕  

低所得者の負担軽減  

【1月当たりの負担上限額】  

所得階層  通所サービス   居宅サービス   

低所得2  3，750円※ →1，500円   6，150円※ → 3，000円  
非課税世帯  

低所得1   3，750円※ →1，500円   3，750円※ →1，500円   

※ 特別対策後の負担上限月額  
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世帯の範囲の見直し   

背景   

障害福祉サービスの負担上限額を算定する際の所得段階区分については、現在、  
住民票上の世帯全体の所得によって判断しているため、障害者本人の所得が低くても、  
父母等の所得が高い場合には、負担上限額は高い区分となるが、障害者の父母等か  
らの自立に対する意向が強いことを考慮して、このような取扱いを改めるべきとの声   

、∴∴・∴、   

対応  
成人の障害者について、障害福祉サービスの負担上限額を算定する際の所得段階  
区分を、「個人単位」を基本として見直し、本人と配偶者のみの所得で判断（平成20年7  

月実施）。  

この結果、父母等の所得が高くても、本人と配偶者の所得が市町村民税の課税基準  
に満たない場合は、低所得世帯の負担上限額が適用されることとなる。  

留意点  

：①今回の世帯の範囲の見直しに伴い、利用者負担に係る軽減措置の適用の可否を判断する「資産要件」につ  
いても、本人と主たる生計維持者である配偶者の資産のみ対象。  

l  

；②「補装具責」の支給基準及び負担上限額を算定する際の所得段階区分についても、本人と配偶者のみの所  

： 得で判断。  

；③今回の世帯の範囲の見直しに伴い、高額障害福祉サービス真の支給に係る「世帯合算の範囲」についても、  

：本人と配偶者のみが対象。  
l  ■一■■■■－●■ －－－－一－－■－－－－ －■－－－t －－－－■－－－－－－－■－－－－－－ －－－－－－－－－－－－■一 －■－－－ － ■－■－■－■ ●■■－－  
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利用者負担の見直し②〔障害児〕  
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［：亘壷］   

②1月当たりの負担上限額の更なる軽減（平成20年7月実施）   

年収890万円程度まで（※）（市町村民税所得割28万円未満）の世帯について、居   

宅・通所・入所サービスに共通して負担上限額を更に軽減。  

（※）3人世帯（主たる生計維持者＋被扶養配偶者＋障害児）の場合。  

【1月当たりの負担上限額】  

所得階層  通所サービス   居宅サービス   入所サービス   

年収約600万～  
37，200円→4，、600円  37，200円→4，600円  37．200円→9，300円  

課税世帯  
約890万円程度まで＊  

年収約600万円程度まで＊  9，300円※→4，600円  9，300円※→4，600円  18．600円※→9，300円   

低所得2   3，750円※一→1，500円  6，150円※→3，000円  12，300円※→6，000円  

非課税世帯  

低所得1   3，750円※→1．500円  3，750円※→1．500円  7，500円※→3，500円   

※特別対策後の負担上限月額（年収約600万円～約890万円程度までの世帯は、現在、特別対策の対象となっていない0）  

＊ 3人世帯（主たる生計維持者＋被扶養配偶者＋障害児）の場合   

＊「特別対策」による利用者負担対策は早成21年度以降も実質的に継続。  

．・i：．」   



障害福祉サービスに係る利用者負担の比較  
（障害者（大人）の場合）  

通所サービス  ホームヘル  入  

【知的障害者通所授産施設】  【月150時間（日   【知的障  

（事業責約14．9万円）  （事業責約24万円）  （事業   

所得階層  

障害者自立支援法  
支援責制  

（特別対策後）  
支援費制度  者自立支援法 寺別対策後）  支援費制度  立支援法   

※括弧内は、定率負担＋食費等実費負担  
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障害福祉サービスに係る利用者負担の比較  
（障害児の場合）  

通所サービス  
ホームヘルプサ  

【月10時間（身体介  
入所サービス  

（事業費約14．4万円）  
（事業責約4万円  

（事業費約18．6万円）  

所得階層  

措置費制度  障害者自立支壬 （特別対策後        憲法 ）  
支援費制度  障害者自立支援法 （特別対策後）       措置費制度   

障害者自立支援法  
（特別対策後）  

一般  10．000円   
（年収約1，000万）   27，100円   課  

越巴  H 54，200円   

基礎年金2級相当）  

※ 括弧内は、定率負担＋食費等実費負担   



事業者の経営基盤の強化①  

＊ 蛋祉サービス費用の額（報塵以こついては、サービスの質の向上、良質な人材の  

を実施。  確保と事業者の経営基盤の安定のため、   
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適所サービスに係る報酬単価の見直し  
匝画   



別紙2  

適所サービスにおける定員を超えた受入の更なる弾力化  
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事業者の経営基盤の強化②  
基金の使途や事業の実施基準の見直し  

O「特別対策」により各都道府県に造成された基金の使途や事業の実施基準を   

見直すことにより、以下の支援を実施。   

（1）就労支援を行う事業者への支援  

一般就労への移行等を促進するため、就労継続支援事業者等が、企業等での作  

業を通じた支援を行った場合などに助成。  

（2）重度障害者への対応  

① ケアホームにおける対応  

ケアホームに重度障害者を受け入れた場合に助成。併せて、  

特例的にホームヘルプを利用できる者の範囲を拡大㌻  

ケアホームにおいて  

② 重度訪問介護における対応  

現行の基金事業（在宅重度障害者地域生活支援基盤整備事業）において、ホーム  

ヘルパーの資質の向上や求人広告に要する責用等も助成対象となることを明確化。   

（3）児童デイサービス事業への支援  

就学前児童の受入れが少ない児童デイサービス事業所が、職員を加配した上で個  
別支援に取り組む場合に助成。  
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（4）相談支援事業の拡充  

社会福祉法人等が、障害者等に対する障害福祉サービスについての説明会・相談   

会や障害福祉サービスを利用していない障害者等の自宅訪問などの事業を行った場  

合に助成。   

（5）地域における施設の拠点機能に着目した事業者への支援  

障害者に対する地域住民の理解や支援力を高めるなど、施設の拠点機能を高める  

ための活動に助成。   

（6）諸物価の高騰等への対応  

諸物価高騰によるコストの増加分や事務処理コストの増加分について、事業者に対  

し助成。  

（7）小規模作業所の移行促進  

新体系への移行を促進するなど、小規模作業所への支援。（  

しを含む。）  

（8）視覚障害者移動支援従事者の資質の向上  

視覚障害者移動支援従事者の資質の確保のため実施する研修等に助成。   

（9）その他   




